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延辺州の延吉市で教育を受けた。そして 2003 年 9 月に吉林農業大学に入学し、経済
学を専攻した。私は、この時から中国における少数民族経済、特に朝鮮族地域経済に
関心を持つようになった。 
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が続いている。図 1－1 は、延辺州と吉林省、そして中国の一人当り GDP を比較した
ものである。延辺州の場合、1981 年から 1994 年の一人当り GDP は吉林省と中国の
平均を若干上回っていたが、1995 年から後退しはじめ、その傾向は 2010 年まで継続
しており、その格差も広がる一方である。また、吉林省には 9 つの市があるが、その
中で延辺州の一人当り GDP 順位をみると、1981 年から 1994 年までは吉林省の 2 位
を占めていたが、1995 年から順位を落として 2004 年までは吉林省の 5 位に、2005






                                                  
1 地域経済とは、一国内の一部地域及び地域間相互の関係をその分析対象とし、分析課題は地域産業、
地域間交易などである。 
2 Hirschman（1982）、訳 p.328。 
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2005 年から 2008 年の延辺州の 3 次産業を青島市、天津市と比較することを通じ、延
辺州のサービス産業が相対的に停滞していると分析する。つまり青島市と天津市の場
合、第 1 次産業の低下の代わりに第 2、3 次産業が上昇していることは現代的経済発展
にマッチしている。一方延辺州の場合、第 1 次産業が低下している中、第 2、3 次産業
は成長してない。すなわち、第 3 次産業が 4 年連続して低下状況に置かれていること
は、延辺州のサービス産業の停滞を意味し、同州の経済発展が低迷している直接的な
原因であると捉えている。しかし延辺州統計局の資料によると、1990 年代半ば以降、
延辺州の第 1 次産業は徐々に低下し、第 2 次産業は順調に上昇傾向を見せている。ま
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6 禹慶華（2005）、p.4。 
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7 Hirschman、訳 p.329。 
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1993 2,661 ― 24,017 ― 21,387 ― 
1994 6,596 59.7 32,447 26.0 17,093 ▲25.1 
1995 11,825 44.2 40,810 20.5 25,706 33.5 
1996 17,387 31.9 48,304 15.5 32,073 19.9 
1997 23,571 26.2 42,963 ▲12.4 29,858  ▲7.4 
1998 19,169 ▲22.9 37,233 ▲15.3 26,188 ▲14.0 
1999 19,413 1.3 67,136 44.5 82,489 68.3 
2000 26,540 26.9 32,443 ▲106.9 11,887 ▲593.9
2001 30,740 13.7 40,002 18.9 72,332 83.6 
2002 36,297 15.3 38,563 ▲3.7 79,737 9.3 
2003 77,202 52.9 98,759 61.0 33,546 ▲137.6
2004 80,236 3.8 113,186 12.7 48,141 30.3 
2005 114,441 29.9 130,890 13.5 36,699 ▲31.1 
2006 145,383 0.6 270,382 51.6 29,472 ▲24.5 
2007 NA ― 294,173 8.1 34,448 14.4 
2008 179,954 ― 349,356 15.8 27,207 ▲26.6 
2009 NA ― 352,404 0.9 25,156 ▲8.1 
2010 NA ― 391,843 10.1 23,161 ▲8.6 
2011 207,384 ― 459,856 14.8 17,307 ▲33.8 
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 本研究は、7 章の構成である。本論に入って、第 2 章では中国における延辺朝鮮族
自治州を取り上げ、なぜ朝鮮人は朝鮮半島から中国東北 3 省に移住したのか、その歴
史的背景を把握し、延辺朝鮮族自治州の形成過程を検討する。そして、中国政府の 55
少数民族に対する少数民族政策を分析する。つまり、19 世紀後半から 1945 年まで、
東アジアをめぐる歴史的影響を強く受けて、朝鮮半島から延辺州への朝鮮族人口は急
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1 「中日新聞産業における経営構造比較」2011 年 2 月（修士論文）。 
2 「中国における民営自由新聞の出現可能性について」  
  『佐賀大学文化教育学部研究論文集』第 16 集第 1 号、2011 年 8 月、 
pp.87-97。  
 3 「延辺朝鮮族自治州における労働力移動の原因」  
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1 朝鮮族ネット、「朝鮮族人口、30 年後は半分に減る可能性も」、2012 年 10 月 17 日。 
（http://www.searchnavi.com/~hp/chosenzoku/news12/121017.htm―2013 年 7 月 28 日アクセス） 
2 アジア文化社、「アジアウェーブ」29 号、1995 年 6 月。
（http://blogs.yahoo.co.jp/sgy_appmt_today/29176302.html―2013 年 8 月 1 日アクセス） 
3 外務省、「アジア：北朝鮮基礎データ」、2013 年 12 月 1 日。 
 （http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/data.html―2013 年 12 月 7 日アクセス） 
4 金春善（김춘선）（2009）、p.9。 
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年度 人口数 増加比 備      考 
1897 3.7 ―  
1922 51.6 1294.2  20世紀初期、日韓併合に反対する多くの朝鮮人は間島へ
移住し、独立運動を展開した。 
1931 63.1 22.3  
1936 85.4 35.4  
1939 106.6 24.7  
1945 216.3 103.0 19世紀後半～1945年は、中国と朝鮮半島の歴史的背景に
よる影響が強く、間島の朝鮮族人口は急増した。   




1964 134.9 20.4  
1978 168.0 24.6  
1982 176.6 5.2  
1992 192.1 8.7 1945年～1992年は、中国の影響が強く、延辺州は中国の
一地域として成長してきた。 
2000 192.4 0.2  
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15 申基碩（신기석）（1979）、p.33。 
16 日中韓 3 国共通歴史教材委員会（2005）、p.11。 
17 金春善（김춘선）（2009）、p.35。 
第 2 章 中国における延辺朝鮮族自治州 
 
































第 2 章 中国における延辺朝鮮族自治州 
 




























                                                  
18 日中韓 3 国共通歴史教材委員会（2005）、p.20。 
19 明成皇垕は李氏朝鮮の大 26 代王・高宗の妃である。日本では閔妃と呼ぶ。 
20 修好条約の主な内容は次のどおりである。第 1 条は、朝鮮は自主な国であり、日本と平等な権利を持
つ。第 5 条は、朝鮮は 2 つの港を貿易港として追加指定する。第 7 条は、日本の航海者が朝鮮の海岸
を自由に測量することを認める。第 10 条は、日本人が朝鮮の開港場で犯した犯罪は日本の官員だけが
審判できる。詳細は、日中韓 3 国共通歴史教材委員会、p.21 を参照されたい。 
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21 下関条約の主な内容は次のどおりである。中国は、朝鮮を独立国と認め、中国は遼東半島、台湾、澎
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26 金春善（김춘선）（2009）、p.70。 
27 同上、p.71。 
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 1918 年に第 1 次世界大戦が終わり、その翌年には戦後処理のため、ベルサイユ講和
会議がフランスで行われた。この会議で、当時のアメリカ大統領ウィルソンは「平和
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満を持っていたが、3.1 独立運動と 5.4 運動を経て、中朝両民族の間には共通意識が生














                                                  
31 日中韓 3 国共通歴史教材委員会（2005）、p.21。 
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理したため、日本の満州侵略計画は延期された。 






























37 朝鮮義勇軍は、1938 年に武漢で結成され、中共の指導下で抗日戦争を行っていた。 
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の下部組織として収めた。こうして朝鮮義勇軍は東北で急成長し、6 つの義勇軍支隊
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41 延辺朝鮮族自治州統計局（2011）、『延辺統計年鑑』、p.266。 
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表 2－2  中国の少数民族 30 自治州 
各 州 の 創 立 日 少数民族自治州 州   府
1952 年 9 月 3 日 吉林省延辺朝鮮族自治州 延 吉 市
1983 年 12 月 1 日 湖北省恩施土家苗族自治州 恩 施 市
1957 年 9 月 20 日 湖南省湘西土家苗族自治州 吉 首 市
1950 年 11 月 24 日 四川省甘孜藏族自治州 康 定 県
1952 年 10 月 1 日 四川省凉山彝族自治州 西 昌 市
1953 年 1 月 1 日 四川省阿埧蔵族羌族自治州 馬 尓 康 県
1956 年 7 月 23 日 貴州省黔東南苗族侗族自治州 凯 里 市
1956 年 8 月 8 日 貴州省黔南布依苗族自治州 都 匀 市
1982 年 5 月 1 日 貴州省黔西南布依苗族自治州 興 義 市
1953 年 1 月 24 日 雲南省西双版納傣族自治州 景 洪 市
1953 年 7 月 24 日 雲南省徳宏傣族景頗族自治州 潞 西 県
1954 年 8 月 23 日 雲南省怒江憟憟族自治州 ロ 水 県
1956 年 11 月 22 日 雲南省大理白族自治州 大 理 市
1957 年 9 月 13 日 雲南省迪慶蔵族自治州 中 甸 県
1957 年 11 月 18 日 雲南省紅河哈尼族彝族自治州 蒙 自 県
1958 年 4 月 1 日 雲南省文山壮族苗族自治州 文 山 県
1958 年 4 月 15 日 雲南省楚雄彝族自治州 楚 雄 市
1953 年 10 月 1 日 甘粛省甘南藏族自治州 合 作 市
1956 年 11 月 19 日 甘粛省臨夏回族自治州 臨 夏 市
1951 年 12 月 25 日 青海省玉樹蔵族自治州 結 古 鎮
1953 年 12 月 6 日 青海省海南蔵族自治州 恰 ト 恰 鎮
1953 年 12 月 22 日 青海省黄南蔵族自治州 隆 務 鎮
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1953 年 12 月 31 日 青海省海北蔵族自治州 西 海 鎮
1954 年 1 月 1 日 青海省果洛蔵族自治州 大 武 鎮
1954 年 1 月 25 日 青海省海西蒙古族藏族自治州 徳 令 哈 市
1954 年 6 月 23 日 新疆ウィグル自治区巴音郭楞蒙古自治州 庫 尓 勒 市
1954 年 7 月 13 日 新疆ウィグル自治区博尓塔拉蒙古自治州 博 楽 市
1954 年 7 月 14 日 新疆ウィグル自治区克孜勒柯尓克孜自治州 阿 図 什 市
1954 年 7 月 15 日 新疆ウィグル自治区昌吉回族自治州 昌 吉 市
1954 年 11 月 27 日 新疆ウィグル自治区伊犁哈薩克自治州 伊 寧 市
出所：徳宏新聞、「全国 30 個少数民族自治州簡介」、2009 年 5 月 25 日。 
















政府は 55 の少数民族に対して優遇政策を導入している。例えば、少数民族は 1 人っ子
政策対象外になっている。漢族の場合は、2 人目の子が生まれると一定の罰金が課さ
れているが、少数民族の場合は奨金を与える。また、高考（日本語ではセンター試験）
                                                  
42 芒（2006）、p.768。 
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ではその地域によって受験生ごとに 10 点から 20 点をプラスしている。さらに、地域
の行政リーダーは必ずその地域の少数民族に定めており、各少数民族には人民代表が















 上述したように、中国の朝鮮族は移住民族として、19 世紀後半から 1945 年までは
中国と朝鮮半島の歴史的背景による影響が強く、延辺州の朝鮮族人口は急増してきた。









                                                  
43 金春善（김춘선）（2009）、p.240。 
44 延辺州統計局（2011）、p.268。 
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1952 年に延辺州の朝鮮族人口シェアは 62.0%を占めていたが、1990 年には 40.5%
に減少し、2000 年には 38.6%に、さらに 2010 年には 36.7%まで下がっている。延辺
州は、朝鮮族自治州でありながらも、今やもはや朝鮮族自治州とも言えないほど朝鮮
族居住者が少なくなっている。延辺州統計局の資料によると、1993 年に延辺州の朝鮮
族小学校の学生数は 83,890 人であったが、2001 年には 46,725 人と 8 年前に比べてほ
ぼ半分に減少しており、2010 年には 14,900 人と激減している。  
また、地域内の貧富格差は拡大しており、特に学生の間ではいじめ問題が多発して
いる。さらに、1980 年に延辺州の離婚件数は 1 日あたり 1.8 組であったが、 1990 年








                                                  
45 くらし－チャイナ、「中国の離婚の実情」、2013 年 2 月 1 日。
（http://bbs.kurashi-china.com/viewthread.php?tid=1776―2013 年 11 月 17 日アクセス） 
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1 李金銓（2003）、「政治経済学の悖論：中港台伝媒与民主変革的交光互影」『二十一世紀』総第 77 期、
6 月号。 
（http://www.cuhk.edu.hk/ics/21c/supplem/essay/0305010g.htm―2010 年 12 月 13 日アクセス） 
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2 高井（2001）、p.148。 
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 かくして本章では、第 2 節において、民営自由新聞の芽に関して検討し、第 3 節では吉
林朝鮮文新聞社の財務状況を、日本の地域紙である西日本新聞社と比較分析する。そして、
第 4 節では日本の新聞販売構造の特徴を把握する。第 5 節では本章の議論をまとめる。 
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12 木原（2009）、p.24。 
13 『吉林朝鮮文新聞』社は、週（火、木、土）に 3 回新聞を発行する。従業員総数は 41 人、その中、
編集人員は 31 人。記者は 10 人。新聞一部は 1 元、年単位で注文する場合は、156 元（ロス 0.2 元）。
印刷費は一枚当たり 0.79 元、コンピュータは 50 台、総資産は 400 万元。以上は、『吉林朝鮮文新聞』
社の副社長、粱高范からの聞き取り調査によるものである。詳細は、http://www.jlcxwb.com.cn を参照
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表 3－1 吉林朝鮮文新聞社の財務状況 
                            （単位：元15） 
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営業利益（損失） ▲2,082,292 ▲529.5％ 




経常利益 551,358 140.2％ 
特別損失29 494,352 125.7％ 












発行部数は、朝刊 81 万 5627 部（2010 年 2 月、ABC 部数）と夕刊 13 万 5890 部を
合わせて、一日 95 万 1517 部を発刊しているが、この発行部数は、全国紙、ローカル
紙を含めて九州では最大である。では、具体的に九州一の業積を誇る西日本新聞社の損
益計算表をみたい。 
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表 3－2 西日本新聞社損益計算書  
  
項  目 費用リスト 金額（百万円） 対売上高 
売上高 30,884 




売上総利益 10,559 34.2 













営業利益（損失） 334 1.1 
営業外収益 337 
営業外費用 31 
経常利益 651 2.1 
特別利益 124 
特別損失 143 
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当期純利益 632 2.0 
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表 3－3 朝日新聞社損益計算書  
項目 費用リスト 金額（百万円） 対売上高 
売上高 344,276 
売上原価 218,562 63.5 
売上総利益 125,714 36.5 
販売費 82,819 24.1 
販売費 70,497 
発送費 12,322 






営業利益（損失） 1,069 0.3 
営業外収益 4,333 
営業外費用 2,589 
経常利益 675 0.2 
特別利益 10,157 
特別損失 3,698 
当期純利益 2,773 0.8 







第 3 章 吉林朝鮮文新聞社の赤字経営の発生原因－朝鮮族の人口減少が企業に与える影響－ 
 
中国延辺朝鮮族自治州の地域経済に関する研究（鄭 菊花）  49 
 
表 3－4  朝日新聞社と西日本新聞社の経営指標比較 





売上高 344,276  30,884  
売上原価 218,562 63.5 20,326 65.8 
売上総利益 125,714 36.5 10,559 34.2 
販売費 82,819 24.1 4,671 15.1 
一般管理費 43,964 12.8 5,547 18.0 
営業利益 1,069 0.3 334 1.1 
営業外収益 4,333 1.2 337 1.1 
営業外費用 2,589 0.7 31 0.1 
経常利益 675 0.2 651 2.1 
特別利益 10,157  124  
特別損失 3,698  143  
当期利益 2,773 0.8 632 2.0 
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表 3－5 吉林朝鮮文新聞社と西日本新聞社の経営指標比較 
 
 吉林朝鮮文新聞社（元、％） 西日本新聞社 
（百万円、％） 
売上高 393,228  30,884  
売上原価 559,739 142.3 20,326 65.8 
売上総利益 -166,511 -42.3 10,559 34.2 
販売費 17,643 4.5 4,671 15.1 
一般管理費 1,898,138 482.7 5,547 18.0 
営業利益 -2,082,292 -529.5 334 1.1 
営業外収益 2,633,650 669.8 337 1.1 
営業外費用 0  31 0.1 
経常利益 551,358 140.2 651 2.1 
特別利益 0  0  
特別損失 494,352 125.7 143  
当期利益 57,006 14.5 632 2.0 
出所：吉林朝鮮文新聞社（2007）、『2006 年度損益計算表』、西日本新聞社（2010）、 
『平成 21 年度有価証券報告書』。 
 
 
表 3－5 は、吉林朝鮮文新聞社と西日本新聞社の経営指標を比較したものである。 
両新聞社の発行部数から見ると、吉林朝鮮文新聞社が 8 万部であるのに対し、西日
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当期利益率は 2％、朝日新聞社では営業利益率が 0.3％、当期利益率が 0.8％である。 
西日本新聞社の経営指標が民営新聞社一般の指標となるかどうかは明言できないと
しても、かりに西日本新聞社の経営指標を鏡として、吉林朝鮮文新聞社が、66％程度











の一部の価格は 1 元である。他方、日本の一人あたり平均月収は 24 万円程度であり、
西日本新聞の一部の価格は、月 3000 円、一部 100 円である。そうすると、吉林省の
読者は、1 ヶ月を単位に定期的に吉林朝鮮文新聞を購読するには、月収の 2%を払わな
ければならない（3000 元÷1500 元×100=2％）。同じく、西日本新聞の読者は、1 ヶ
月を単位に定期的に西日本新聞を購読するには、月収の 1.25%を払わなければならな
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い（3000 円÷24 万円×100=1.25%）。 
つまり、吉林省の読者は西日本の読者より 0.75%高い値段で新聞を購読することに
なる。この例から、吉林朝鮮文新聞の価格は意図的に低く設定されていないことが明
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純粋に新聞事業だけをみると、112 社の売上高は、新聞が、駅・コンビニなどでの直
販で 700億円、販売店を通じた売り上げが 1兆 7,700億円の計 1兆 8,400億円であり、
広告代理店を通じての広告売り上げが 1 兆円である。特徴的なのは、日本の新聞社の
場合、新聞売上高の 96％に当たる 1 兆 7,700 億円が、販売店を通じて確保されている
ことである。 
販売店収入は、新聞社からの配達手数料 6500 億円及び販売促進費 1500 億円に、折
込チラシからの売上高 4800 億円をプラスした、合計 1兆 2800 億円になる。もちろん、
販売店の大きな収入源になる折込チラシの配達料は、エリアとシェアによって差はあ
る。新聞社の支払う販売経費には、新聞社が販売店に配達手数料として支払うほかに、
また販売促進費として支出する年間 1500 億円も含まれている。販売店からの収入 1

















                                                  
31 ただし、経営指標での販売比率は、これほど高くはなく、西日本新聞社で 34%、朝日新聞社で 24%
程度である。不思議なことではあるが、これはおそらく販売手数料の中に奨励金や補助金といった様々
な費目が含まれているためであろう。 
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図 3－1 日本の新聞社の経営構造 
 













                                                  
32 日本新聞協会（2010）、『調査データ』。 
（http://www.pressnet.or.jp/data/－2011 年 1 月 7 日アクセス） 
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することは難しい。詳しくは第 4 章で取り上げることにするが、1990 年代半ば以降、
中国の朝鮮族による韓国への出稼ぎが急増してきた。特に、朝鮮族が一番多く集中し
て居住している延辺州は朝鮮族の人口減少と人材流出が深刻な課題となっている。こ
                                                  
33 ABC：新聞雑誌部数公査機構。 
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動先の 8 割以上が韓国である。 
2011 年現在、韓国に滞在している中国の朝鮮族出稼ぎ労働者は 45 万人以上にのぼ







てきた。本研究に直接関係する先行研究は次の 3 つがある。 
 韓（2010）は、「韓国への朝鮮族出稼ぎ労働者の増加には中・韓国交正常化のもと
                                                  
1 本章は、2011 年 12 月 3 日に九州産業大学において開催された「日本国際経済学会－九州・山口地区
研究会」（九州経済学会共催）で報告した内容を基に修正したものである。コメントをして頂いた方々
にはこの場をお借りしてお礼を申し上げたい。 
2 「The Hankyoreh in」朝鮮族大移住 100 年－朝鮮族タウン・クロに咲いた花＜ジンダルレ冷麺屋＞、 
2011 年 11 月 7 日。 
（http://www.hani.co.kr/arti/society/society_general/504446.html― 2011 年 11 月 20 日アクセス） 
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そして韓国の外国人受け入れ制度は 2007 年に整備された。 
 
 
表 4－1 韓国における中国人入国者と中国朝鮮族の短期滞在・短期不法滞在者の推移 
（単位：人、%） 





1993 27,133  21,854 人  21,387 人  
1994 40,697 49.9% 27,780 人 27.1% 17,093 人 ▲20.1%
1995 62,055 52.5% 33,443 人 20.4% 22,696 人 32.8% 
1996 68,871 10.9% 38,959 人 16.5% 27,215 人 19.9% 
1997 77,219 12.1% 31,163 人 -20.0% 24,106 人 ▲11.4%
注：韓国における外国人の在留資格は、短期滞在・長期滞在・永住に区分されている。ただし、長期滞在   
 と永住の場合、入国から 90 日以内に外国人登録申告書を出入国管理事務所に提出するように定められ  
 ており、社会活動においても制限が多く、その資格を取得した者は短期滞在者よりはるかに少ない。 
出所：韓国法務部、『出入国管理統計年報』各年版、出入国・外国人政策本部。 










国への中国人滞在者数は 1994 年には急増しており、1995 年からは増減の変動を見せ
ている。他方、韓国系中国人滞在者数は 1994 年から急速に増加している。また、中
国朝鮮族の不法滞在者の動きを見ても、1995 年~1996 年まで増加し続けていた6。そ

















ある。面積は日本の九州とほぼ同じく（4.27 万 km²）、吉林省全体の 25%を占める。
2009 年の統計を見ると、同州の人口は 217.9 万人、うち朝鮮族は 80.0 万人（36.7%）、
漢族は 131.4 万人（60.3%）、その他（満族・回族・蒙古族）は 6.5 万人（3.0%）の構
成である。建州当時の 1952 年は、朝鮮族が州全体の 62.0%で、漢族・その他は 38.0%












また、表 4－2 が示しているように、延辺州は第 3 次産業が相対的に発達している。
これに対して、吉林省は第 2 次産業が高い割合を占めている。第 3 次産業において、
延辺州は 1980 年から 2010 年まで持続的にシェアを伸ばしてきたが、吉林省は上昇傾
向にはあるものの、延辺州に照らして見ると GDP 全体に占める割合は低い。つまり、




表 4－2 延辺州と吉林省の 3 次産業構成比比較（1980 年~2010 年） 
（単位：%） 
 第 1 次産業 第 2 次産業 第 3 次産業 
延辺州 吉林省 延辺州 吉林省 延辺州 吉林省 
1980 年 23.6 27.6 51.2 53.0 25.2 19.4 
1985 年 24.1 27.8 47.3 48.5 28.6 23.7 
1990 年 19.8 29.4 52.1 42.8 28.1 27.8 
1995 年 16.2 26.9 40.8 42.5 43.0 30.6 
2000 年 18.4 21.4 38.2 42.9 43.8 35.7 
2005 年 14.8 17.3 39.8 43.7 45.4 39.0 








1990 年には吉林省は 18.4‰に増加しているのに対し、延辺州は 10.0‰に減少した。
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59.6%を占めていたが、1990 年になると朝鮮族が 0.1 ポイント減少した。さらに、2000




表 4－3 延辺州と吉林省の自然人口増加率比較（1980 年~2010 年） 
     （単位：万人、‰、%） 
 延辺州 吉林省 
人口 自然増加率 朝鮮族 漢族・その他 人口 自然増加率
1980 年 181.4 12.8 40.4 59.6 2210.7 13.1 
1990 年 207.0 10.0 40.5 59.5 2440.2 18.4 
2000 年 218.5 1.0 38.6 61.4 2627.3 4.3 










                                                  
7 「国境を越え、家族とのお正月旅―延辺州の朝鮮族子供たち、夢でも会いたい親との出会い」、2012
年 1 月 21 日。韓国 MBC テレビ局・放送と分け合いストーリ－NAVER OpenAPI ホームページ
（http://blog.daum.net/061121/318―2012 年 2 月 6 日アクセス） 
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2007 年、龍井市9の小・中学校の学生数は 19,386 人（留守児童は 35.05%）である。
その内訳をみると、朝鮮族学生と漢族学生はそれぞれ 48.52%と 51.48%を占めている
が、朝鮮族留守児童は漢族留守児童の 2 倍に当る 4,290 人であった10。この状況は龍
井市に限った現象ではない。2007 年、延吉市Ｊ朝鮮族小学校の場合、4 年生 103 人の
うち、72.82%が留守児童であった11。また、延辺州統計局の統計によると、1993 年に
延辺州の朝鮮族小学校の学生数は 83,890 人であったが、2001 年には 46,725 人と 8
年前に比べてほぼ半分に減少し、2010 年は 14,900 人と激減している12。 
延辺州延吉市依蘭鎮龍淵村の場合、1980 年代は朝鮮族が 80%で、漢族は僅か 20%
を占めていたが、1990 年代に入ると、朝鮮族が 20%~30%を占め、漢族は 70%~80%
を占めるようになった。また、鎮の朝鮮族小・中学校（小学校は 4 カ所、中学校は 2
カ所）は 1990 年代後半から相次いで廃校となった。現在、この村には 25 戸の朝鮮族








                                                  
8 留守児童とは、両親が長期的な出稼ぎに行き、親戚等と一緒に生活している子どもを指す。 
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れてきた。この政策をスタートさせたのが元為替レート切り下げであった。 
1993 年 12 月 28 日、中国人民銀行は「外国為替管理を一層改革することに関する
公告」を公布し、従来の元ドル 2 重為替レートを廃止し、市場レートに一本化させた。
同時に、1980 年は基準値 1 ドル＝1.50 元、1993 年は基準値 1 ドル＝5.76 元であった
為替レートを 1994 年は基準値 1 ドル＝8.62 元に切り下げた。 
図 4－1 は、1978 年からの元為替レートの推移である。図 4－1 が示すように、1994
年に元為替レートは基準値 1 ドル＝8.62 元に変更してから一挙に元安が進み、その後










年までは 1 ドル＝8.3 元、2005 年は 1 ドル＝8.2 元、2006 年は 1 ドル＝8.0 元、2007 年は 1 ドル＝
7.6 元、2008 年は 1 ドル＝6.9 元、2009 年~2010 年までは 1 ドル＝6.8 元である。 
(http://www.pbc.gov.cn/publish/diaochatongjisi/133/index.html―2011 年 10 月 12 日アクセス) 
出所：中国人民銀行『統計数据』各年版。 



















また表 4－4 を見ると、中国の国際貿易額は 1994 年から急増している。1993 年ま
でも国際貿易額は増加傾向にあったが、その増加幅はそれほど大きくなかった。しか




表 4－4 元切り下げによる国際貿易の急増 
   （単位：億元） 
 90 年 91 年 92 年 93 年 94 年 95 年 96 年 97 年 
貿易額 5560.1 7225.8 9119.6 11271.0 20381.9 23499.9 24133.8 26967.2
輸出額 2985.8 3827.1 4676.3 5284.8 10421.8 12451.8 12576.4 15160.7







1994 年、韓国における出稼ぎ労働者の賃金収入は、一ヶ月平均 100 万ウォン（0.7
万元）であったが、これは当時延辺州で働く労働者の一ヶ月平均収入（0.05 万元）の
14 倍に相当する14。仮に、この収入を 1989 年の基準値 1 ドル＝3.77 元で換算すると、




                                                  



















 ケース 1：P 氏（男性、57 歳）は、延吉市の出身である。P 氏は大学を卒業した後、
延吉市の G 農業製薬会社でエンジニアとして働いていた。収入は年平均 8 千元ぐらい
あった。しかし、1994 年の為替レートの変動によって、P 氏はもっと稼ぎたいという
夢を持って家族と職場を離れて韓国へ出稼ぎに行った。 
P 氏が韓国に渡航したのは 1995 年 3 月である。元製薬会社のエンジニアであった P
氏は、韓国で D 株式会社に就職し、年平均 1300 万ウォンを稼いだ。1994 年の為替レ





ケース 2：C 氏（女性、54 歳）は、延吉市で生まれ、現在夫と息子の 3 人暮しであ
る。高校を卒業した後、C 氏は事業単位の L 五金店に勤務していた。収入は年平均 5
千元ぐらいで、女性としては余裕のある生活を送っていた。ところが、1994 年の元切
                                                  
16 インタビューは、2011 年 12 月 25 日～2012 年 1 月 5 日と 2012 年 1 月 21 日～2012 年 2 月 8 日、2 
回に渡り、延辺州を訪問し、90 年代半ばに韓国へ渡航した 6 人に対して行ったものである。なお、ク
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り下げは韓国との賃金格差を一段と拡大させ、C 氏の心が動いた。 
1995 年 8 月、C 氏は家族を離れて韓国へ向かった。はじめは建築現場で働いていた
が、女性にとってはあまりにも仕事がきつく、1 年後には辞めざるを得なかった。そ




ケース 3：M 氏（女性、55 歳）は、図們市の出身で、現在夫と 2 人で生活している。
大学卒業後、M 氏は国有企業の K 百貨店に正社員として働いていた。収入は年平均 6
千元ぐらいで、手当てのよい仕事だった。しかし、1994 年の元切り下げによる延辺州
と韓国との賃金格差に刺激され、M 氏は韓国を選んだ。 





ケース 4：W 氏（女性、59 歳）は、延吉市の出身で、現在夫と 2 人暮しをしている。
W 氏は、高校を卒業した後、地元の事業単位の B 合作社に正社員として働いていた。
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ょうどその時期、延辺州朝鮮族の間では 1994 年から韓国への出稼ぎが話題となって
いた。G 氏は迷いなく、8 万元をブローカーに渡し、1996 年 5 月に韓国へ出発した。




ケース 6：Z 氏（男性、53 歳）は、延吉市の出身である。Z 氏は、高校を卒業後、





























表 4－5 インタビューのまとめ 
 
氏 名 P C M W G Z 
①性 別 男 女 女 女 男 男 
②年 齢 57 歳 54 歳 55 歳 59 歳 50 歳 53 歳 
③出身地 延吉市 延吉市 図們市 延吉市 琿春市 延吉市 
④家族構成 母、妻、息子 夫、息子 夫、娘 2 人 夫、娘 妻、娘 妻、息子 

















⑦平均年収 8 千元 5 千元 6 千元 5 千元 3 千元 5 千元 
⑧渡航時期 1995 年 3 月 1995 年 8 月 1996 年 8 月 1995 年 2 月 1996 年 5 月 1995 年 5 月 































































13 時 10 分－
13 時 50 分 
2012/2/4 
16 時 30 分－
17 時 20 分 
2011/12/29 
10 時 30 分－
11 時 20 分 
2011/12/29 
10 時 30 分－
11 時 20 分 
2012/1/28 
11 時 10 分－
12 時 10 分 
2012/1/2 
17 時 20 分－
18 時 20 分 
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延吉市 S アパ
ート 502 号 
延吉市 V アパ
ート 205 号 
延吉市 H アパ
ート 201 号 
延吉市 H アパ
ート 201 号 
延吉市 L アパ
ート 103 号 
延吉市 N アパ






①  性別は、クライアント 6 人のうち、男性と女性は 3 人ずつである。 
②  年齢は、6 人とも 50 代である。 
③  出身地は、4 人は延吉市で、残りの 2 人は図們市と琿春市である。 
④  家族構成は、夫婦 2 人と娘或いは息子がいる。 
⑤  学歴は、6 人のうち、5 人は高卒以上である。 
⑥  地元での職業は、農業を営む 1 人を除き、5 人は事業単位或いは国有企業に勤  
めている。 
⑦  元の年平均収入は、農業を営む 1人が 3千元のほか、5人は 5千元以上である。 
⑧  渡航年度は、6 人とも 1990 年代半ばである。 
⑨  滞在期間は、10 年以上である。 
⑩  渡航動機は、1994 年の元切り下げによる賃金格差の拡大である。 
⑪  韓国での勤務先・仕事は、モーテルを経営する 1 人を除き、2 人は株式会社で  
⑫  契約社員として働き、残りの 3 人は韓国料理屋に務めている。 
⑬  韓国での年平均収入は 1200 万ウォン以上で、当時の元為替レートに換算す  
 ると、9.6 万元以上になる。 
⑭  収入の使用用途は、家の購入・子どもの教育費・貯金である。 
⑮  インタビューは、2012 年の年末年始と旧正月頃である。場所は、延吉 
市で、インタビューの時間は、1 人当り 40 分～60 分である。 
 


































                                                  
17 詳細は、第 5 章を参照されたい。 
18 例えば 2000 年の平均 1 人当り貯金額は延辺州が 7,377 元、吉林省 5,770 元、中国 5,082 元である。
この傾向はその後も同じである（延辺州統計局（2010）、『延辺統計年鑑』、p.32）。なお、マルサスの
議論によると、このことは有効需要の制約につながる。詳しくは、劉魏（2011）を参照されたい。 
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1 はじめに  
延辺朝鮮族自治州（以下延辺州と略す）の最有力紙『延辺日報』は、最近、同州不
動産価格の異常な高騰ぶりを大きく取り上げた。現在、総人口 50 万人強の延吉市（延
辺州州府）のマンション価格は、1 ㎡当り 4500 元~7000 元で推移しており、総人口
750 万人を超える長春市のマンション価格に匹敵する。また、長春市郊外のマンショ
ン価格が 1 ㎡当り 5500 元であることに対し、延吉市郊外に位置するアリラン広場付
近のマンション価格は、1 ㎡当り 7000 元に達する。さらに現在工事中の延吉市元青年
















                                                  
1 『延辺日報』、「고공행진 주택가격 거품빠지며 하락세  맞을듯…」（高空行進 住宅価格 バブ
ル弾けたら下落に転じることも）、2013 年 7 月 2 日。 
（http://www.iybrb.com/Item/Show.asp?m=1&d=16164―2013 年 7 月 15 日アクセス） 
2 韓美蘭・許燕華（2012）、p.126。 
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表 5－1 が示しているように、延辺州の統計を検討すると、1998 年から 2010 年ま





他方、延辺州の１人当たり GDP 順位は、1980 年から 1994 年までは吉林省 9 つの
市の中で 2 位を占めていたが、出稼ぎ労働者が急増する 1995 年からは順位を落とし、
現在は 6 位に留まっている6。つまり、延辺州の 1 人当たり GDP は絶対的には上昇傾
向を見せているが、吉林省における延辺州地域経済の相対的低下は否定できない。本
主は、結論を先取りすることになるが、延辺州への労働者送金は不動産市場や奢侈品








第 5 章 労働者送金の地域経済への影響－延辺朝鮮族自治州を事例として－ 
 





 表 5－1 延辺州の労働者送金と財政収入・GDP 比較 
       （単位：億ドル、%） 




金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 
1998 年 1.0  1.6  62.5 13.6  7.4 
1999 年 1.0 0 1.7 6.0 58.5 14.4 5.8 6.9 
2000 年 2.4 140.0 1.7 0 141.2 15.3 6.2 15.7 
2001 年 3.0 25.0 1.9 11.7 157.9 16.9 10.4 17.8 
2002 年 4.8 59.0 2.2 15.7 218.2 18.3 8.2 26.2 
2003 年 6.5 36.9 2.5 13.6 260.0 20.2 10.3 32.2 
2004 年 7.3 11.8 2.9 16.0 251.7 22.7 12.3 32.2 
2005 年 8.8 20.0 3.9 34.5 225.6 28.9 27.3 30.4 
2006 年 10.5 19.5 5.3 35.8 198.1 34.3 18.6 30.6 
2007 年 10.1 ▲5.0 7.1 33.9 142.3 43.9 27.9 23.0 
2008 年 7.5 ▲25.5 9.4 32.3 79.8 56.1 27.7 13.4 
2009 年 5.2 ▲31.0 10.6 12.7 49.1 66.2 18.0 7.9 
2010 年 8.3 60.7 12.9 21.6 64.3 78.5 18.5 10.6 
注：中国人民銀行『統計数据』各年版によると、人民元の対ドル為替レート基準値は、1998 年~2004
年までは 1 ドル＝8.3 元、2005 年は 1 ドル＝8.2 元、2006 年は 1 ドル＝8.0 元、2007 年は 1 ドル＝
7.6 元、2008 年は 1 ドル＝6.9 元、2009 年~2010 年までは 1 ドル＝6.8 元である。 
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少、経済成長という 4 つの論点で行われてきた。 
 
 
                                                  
7 THE WORLD BANK（2013）、p.1。 
8 Barajas et al（2009）、p.3。 
9 주 종택（2009）、p.100。 
第 5 章 労働者送金の地域経済への影響－延辺朝鮮族自治州を事例として－ 
 
































第 5 章 労働者送金の地域経済への影響－延辺朝鮮族自治州を事例として－ 
 























表 5－1 が示しているように、1998 年から 2010 年まで、延辺州への労働者送金は
同州の財政収入 63.7 億ドルより大きく、76.4 億ドル（地下銀行を通じた送金は除く）
に達している。労働者送金の大きさは延辺州 GDP との比較でも確認できる。1998 年
の労働者送金額は GDP 比 7.4%に相当したが、2003 年には 30%を超える金額となっ





第 5 章 労働者送金の地域経済への影響－延辺朝鮮族自治州を事例として－ 
 









集中し、21 世紀に入ってから延辺州の不動産市場は大きく成長した。  
表 5－2 は、1995 年から 2010 年までの延辺州と吉林省のマンション取引状況を示
したものである。延辺州の場合、1997 年までの 1 ㎡当りマンション価格は吉林省平均
より低かったが、1998 年からは高くなっている。特に、1998 年は前年比 125.0%増加
し、吉林省の 30.7%を大幅に上回っている。その後、2000 年と 2003 年には販売価格
が若干下落しているが、全体的な上昇率は吉林省より高い。要するに、延辺州のマン
ション価格は吉林省に比べて 1998 年からより高い上昇傾向を見せているが、この流




図 5－1 は、延辺州と吉林省そして中国の 1 人当たり貯金残高を示したものである。
前にも述べたように、1980 年から 1994 年まで延辺州の 1 人当たり GDP 順位は吉林
省にある 9 つの市の中で 2 位を占めていたが、1995 年から順位を落とし始め、現在は
6 位に留まっている。ところが、1 人当たり貯金残高は 1990 年代半ばから吉林省と中
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表 5－2 延辺州と吉林省のマンション取引状況 
(単位：万㎡、万元、元) 
 延      辺      州 吉      林      省 
販売面積 販売額 1 ㎡当り 前年比 販売面積 販売額 1 ㎡当り 前年比
2010 261.3 734,240 2,809 36.7% 1403.8 2,107,103 1,501 8.3% 
2009 223.9 460,458 2,055 8.2% 1293.5 1,791,497 1,385 3.2% 
2008 210.1 398,979 1,899 20.0% 1343.2 1,802,574 1,342 19.6%
2007 207.9 329,066 1,582 1.4% 1147.4 1,287,382 1,122 ▲1%
2006 140.9 219,997 1,560 0.3% 785.9 883,351 1,124 13.0%
2005 108.4 168,641 1,555 14.9% 496.1 493,123 994 ▲2%
2004 57.2 77,383 1,353 12.0% 572.4 575,262 1,005 ▲7%
2003 67.6 81,728 1,208 ▲2% 538.3 577,595 1,073 0.7% 
2002 92.3 113,135 1,225 10.3% 593.5 632,077 1,065 1.8% 
2001 52.6 58,435 1,110 11.4% 498.0 520,908 1,046 14.6%
2000 32.2 31,880 996.3 ▲3.8% 366.9 334,612 912 5.5% 
1999 18.5 19,170 1,036 3.7% 276.4 238,809 864 10.4%
1998 38.0 37,950 998.7 125.0% 200.9 157,103 782 30.7%
1997 58.6 26,015 443.9 ▲13.2% 199.8 119,600 598.6 1.1% 
1996 21.2 10,838 511.3 14.4% 169.9 100,589 591.8 10.1%
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年 9 月 5 日から 2013 年 9 月 16 日まで延辺州を訪問し、韓国での出稼ぎ経験のある人













第 5 章 労働者送金の地域経済への影響－延辺朝鮮族自治州を事例として－ 
 




アリング調査に応じて頂いた方が 9 人である。 
 
（1） ヒアリング調査 
 ケース 1：A 氏（男性、55 歳）は、延吉市の出身である。2003 年に A 氏は延吉市
○○国営企業を辞職し、日本へ出稼ぎに行った。日本に渡航した後、横浜市にある○
○建設現場で 4 年間働いた。2007 年に A 氏は体に異変を感じて帰国した。６ヶ月間
の治療により健康を取り戻したのち、A 氏は韓国での出稼ぎのための手続きを行った。
2008 年に A 氏は H-2 ビザ13を取得し、韓国へ渡航した。A 氏は、ソウル郊外にある○







いだ外貨で、延吉市に 60 ㎡のマンションを 1 軒購入している。 
「現在、延吉市はマンション価格が高騰しているため、韓国で 5 年間一生懸命稼い
でも 1 軒のマンションしか購入できない」と A 氏は語る15。 
ケース 2：B 氏(男性、57 歳)は、和龍市の出身で、妻と双子の息子がいる。B 氏は、
妻と一緒に延吉市でテナントを借りて食堂を経営していた。しかし、7 年前に妻が急
に病気を患い、食堂の経営が難しくなった。2008 年に B 氏は息子達に妻を任せ、韓
                                                  
12 延辺州における朝鮮族出稼ぎ労働者は 8 割以上が韓国で就労しているため、調査は韓国への出稼ぎ労
働者のみを対象とした。 
13 2006 年 7 月、韓国労働部は海外に居住する「同胞」である韓国系外国人の雇用手続きの簡素化を内
容とする外国人労働者雇用法を改正した。この改正の主な内容は、韓国系外国人が自由に韓国を訪問し、
就労できることを可能にする H－2 ビザ（訪問就業ビザ）を新しく導入したことである。当ビザの在留
期間は 5 年である。なお、5 年間の在留期間が終了した者に対しては、3 ヶ月間の C-3 ビザ（旅行ビザ）
を発行している。 
14 円とウォンの為替レートは、現在約１円＝11 ウォン前後である。 
15 ヒアリングは、2013 年 9 月 7 日の午前 11 時 10 分から 30 分間、延吉市瑞源大厦 C 座 3 階の維也娜
COFFEE という喫茶店で実施した。 
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国へ出稼ぎに行った。H-2 ビザで渡航した B 氏は、昼は建設現場で働き、夜はアルバ






















ケース 3：C 氏（男性、54 歳）は、延吉市の生まれで、妻と娘の 3 人家族である。
高校を卒業したのち、C 氏は○○事業単位に勤務していた。しかし、1998 年に辞職し、
韓国へ出稼ぎに行った。今年で 15 年目になる。1998 年当時、C 氏は出稼ぎ斡旋ブロ
ーカーに 8 万元の仲介料を払い、韓国へ渡航した。C 氏は、9 年間建設現場で働き、
年平均 1300 万ウォンを稼いだ。C 氏は、稼いだ外貨を 2 年に 1 回送金するか或いは
                                                  
16 ヒアリングは、2013 年 9 月 7 日の午後 4 時から 30 分間、延辺大学文化城 5 階の可可黒咖啡という
喫茶店で実施した。 
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いたと言う。9 年間稼いで、C 氏は住宅を 2 軒購入し、車も 1 台購入した。 
2007 年に帰国した C 氏は、友人が担当している延吉市○○建設現場で砂売買を仲
介する仕事をしていたが、収入は期待より少なかった。それで、C 氏は 2008 年に H-2
ビザを申請して再び韓国へ出稼ぎに行った。前回と同じく建設現場で 3 年間働き、年
平均 1800 万ウォンを稼いだ。しかし、今回は滞在中の 3 年間 1 回も送金を行ってい
ない。今回帰国する当日、C 氏はリュックサックに現金 5200 万ウォンを入れて出国







たため、マンション 1 軒の購入がぎりぎりであったと言う17。 
 
ケース 4：D 氏（男性、57 歳）は和龍市出身で、妻、娘、息子の 4 人家族である。
和龍市で農業を営んでいた D 氏は 2000 年に友人の紹介でロシアへ出稼ぎにいった。
しかし、ロシアでの仕事はうまく行かず、3 年後には帰国便の運賃もなく、家族に購
入してもらった。2007 年に D 氏は H-2 ビザを申請し、韓国へ渡航した。D 氏は、ソ







                                                  
17 ヒアリングは、2013 年 9 月 8 日の午後 2 時から 40 分間、延吉市人民路の肯徳基ハンバーグチェン店
で実施した。 
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出身の D 氏にとって韓国で 3 年間稼いだお金は大金ではあったが、自分の息子が他人
に傷害を与えたので、親として責任を取らなければならないと思った。今回、在留期
間終了で帰国している D 氏は、「これだけ苦労して稼いでもまだ住宅 1 軒も購入でき
てない。3 ヶ月ずつでもよい。子ども達が完全に独立していないし、妻の健康もよく
ない。この家で唯一稼げるのは僕だけだ。動けるうちに少しでも稼ぎたい」と言った。
現在、D 氏は C-3 ビザを申請中である18。 
 
ケース 5：E 氏（男性、54 歳）は、延吉市出身である。延吉市○○銀行職員だった






万ウォンを稼いだ。E 氏は、稼いだ外貨を半年に 1 回地下銀行を通じて本国に送金し
ていた。送金の 10%は妻の生活費に、20%は娘の教育費に、残りの 70%は住宅を購入
するために貯金していた。 





ケース 6：F 氏（女性、57 歳）は、延吉市出身である。1993 年に F 氏は夫と 2 人
でロシアへ出稼ぎに行き、10 年間ロシアに滞在した。そして、2003 年に 2 人とも帰
国した。帰国した後、F 氏は稼いだお金で延吉市の高級マンションを 1 軒購入し、ま
た延吉市の郊外で魚の養殖場を経営し始めた。営業を始めてしばらくは景気がよく、
収入も多かったが、3 年後の 2006 年からは赤字に転落した。F 氏は魚の養殖場運営を
                                                  
18 ヒアリングは、2013 年 9 月 9 日の午前 10 時 30 分から 40 分間、延吉市河南街林海路 50－1 の保健
牛肉館で実施した。 
19 ヒアリングは、2013 年 9 月 9 日の午前 11 時 30 分から 30 分間、延吉市河南街林海路 50－1 の保健
牛肉館で実施した。 
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親戚に委託し、夫と 2 人でアメリカへの不法入国手続きを行った。ブローカーには夫




夫婦共に H-2 ビザを申請し、韓国に渡航した。F 氏は韓国で家政婦として働きながら、
年平均 1300 万ウォンを稼いだ。F 氏の夫は建設現場で働き、年平均 1400 万ウォンを
稼いだ。F 氏夫婦は韓国で 5 年間稼いだ外貨を、70%はマンション購入に、10%は車
購入に、残りの 20%は万が一の場合に備えて貯金した。娘はすでに結婚しているため、
子どもの教育費に対する支出はない。 
現在、F 氏夫婦は延吉市にマンション 3 軒を所有しているが、1 つは夫婦が生活し




ケース 7：G 氏（女性、55 歳）は延吉市で生まれ、夫と息子の 3 人家族である。G
氏は 1996 年に韓国へ出稼ぎに行った。当時、G 氏はブローカーに 10 万元の仲介料を
払った。G 氏はソウル市で家政婦として働き、年平均 1300 万ウォンを稼いだ。G 氏
は、毎月 1 回或いは半年に 1 回家族に送金を行った。当時、夫は安定した職業に就い
てなく、収入も少なかった。また、息子は中学生で、親戚の家に預けた。G 氏の送金
は、50%は住宅購入のための資金として銀行に貯金し、30%は子どもの教育費に、20%
は家族の生活費に費やした。2008 年に G 氏は帰国し、1 年間休養した。健康を取り戻
した後、延吉市で仕事を探してみたが、いい就職先が見つからず、○○レストランで
厨房の仕事に 3 カ月間働いた。2010 年 3 月に G 氏は H-2 ビザで再び韓国へ出稼ぎに
行った。G 氏は 3 年間送金をせず、今回帰国した時に持参した。息子はすでに大学を
卒業して就職しているため、教育費は必要なかった。現在、G 氏は住宅を 2 軒購入し、
車を 1 台所有している21。 
                                                  
20 ヒアリングは、2013 年 9 月 11 日の午前 10 時 40 分から 30 分間、延吉市広州大厦東側の興豆飯店で
実施した。 
21 ヒアリングは、2013 年 9 月 11 日の午前 11 時 40 分から 30 分間、延吉市広州大厦東側の興豆飯店で
実施した。 
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2008 年に今度は H 氏が娘の家族ビザによって韓国へ呼ばれた。H 氏は、韓国で稼い
でみたいと思って、元の職場を内退職22した。内退職をすると、年金が受給できると
同時に、他の仕事に就くこともできる。韓国へ渡航した後、H 氏は建設現場で働き、










くとも 1 ヶ月平均 5 千元は稼げる。1 万元まで稼げる者もいるが、それはほんのわず







ケース 9：I 氏（女性、57 歳）は延吉市の出身である。現在姑、夫と 3 人で生活し
                                                  
22 内退職とは、日本で言う早期退職の一種類である。 
23 ヒアリングは、2013 年 9 月 12 日の午前 11 時から 30 分間、延吉市時代広場凱尓瑪大厦 4 階の普林
斯咖啡という喫茶店で実施した。 
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ている。1 人娘はシンガポールに留学中である。延吉市○○事業単位で就職していた I
氏は 1997 年に職場を離れて日本へ出稼ぎに行った。I 氏は日本で 9 年滞在しながら在
日韓国人が経営しているレストランで 4 年間働いた。日本語がある程度習得できた 5
年目からは日本人と一緒に食堂を経営し、相当な収入を得た。日本滞在中、I 氏は家族
に 1 年に 1 回送金していた。送られたお金は、家族の生活費には 10%以下、当時高校
生だった娘の教育費には 20%位を使用し、残りは住宅購入を計画して貯金していた。
9 年間、I 氏が日本で稼いだ外貨は約 150 万元にのぼる。日本から帰国したのち、I 氏
は高級マンションを 1 軒購入し、テナントも 1 軒購入して現在も賃貸中である。夫に
は車を買ってあげた。また、大学を卒業した娘にはブローカーに仲介料を払い、シン
ガポールへ留学させた。また I 氏は韓国への H-2 ビザを申請した。2008 年に I 氏は韓
国へ渡航し、ソウル市の○○韓国料理屋で働いた。年平均収入は 1300 万ウォンであ
った。I 氏は、韓国で稼いだ外貨を 1 年に 1 回本国に送金した。送金は、家族の生活
費に 10%以下、留学中の娘には 20%程度、残りは貯金した。現在、I 氏はテナントを






調査対象 9 人のうち男性は 6 人、女性は 3 人である。年齢は 9 人とも 50 代である。 
渡航期間を見ると、5 年以下は 7 人、11 年以上は 2 人で、それぞれ全体の 77.8 %、
22.2%を占めている。また、男性の場合、5 年以下は 5 人、11 年以上は 1 人で、それ
ぞれ 83.3%と 16.7%を占めている。女性の場合、5 年以下は 2 人、11 年以上は 1 人で、
それぞれ 66.7%、33.3%を占めている。 
年平均収入は、1100 万ウォン～1500 万ウォンは 7 人、1600 万ウォン以上は 2 人で
ある。男性の場合、1100 万ウォン~1500 万ウォンは 4 人で、66.7%を占めている。女
性の場合、1100 万ウォン～1500 万ウォンは 3 人である。 
                                                  
24 ヒアリングは、2013 年 9 月 13 日の午後 4 時から 30 分間、延吉市銀浦東側の卡濃咖啡という喫茶店
で実施した。 
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11.1%と 88.9%である。男性の場合、1 人が送金の 31%～60%を、5 人は送金の 61%
以上を住宅購入に使用し、それぞれ 16.7%、83.3%に達する。女性の場合、3 人とも送
金の 61%以上を住宅購入に使用した。 
生活費に関しては、7 人が送金の 10%以下を、2 人が送金の 11%~30%を生活費に使
用しており、それぞれ 77.8%と 22.2%を占めている。男性の場合は 5 人が送金の 10%
以下を、1 人が送金の 11%~30%を使用し、それぞれ 83.3%、16.7%を占めている。女
性の場合は2人が送金の10%以下を、1人が送金の11%～30%を生活費に充てていた。 
子どもの教育費に関しては、9 人のうち男性は 1 人、女性は 2 人が送金の 11%~30%

















                                                  
25 本章において定期預金は投資項目に含まれる。 
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表 5－3 延辺州への労働者送金の使途に関するヒアリング調査 
 合   計 男   性 女   性 
 ％  ％  ％ 
調査人数 9 100.0 6 100.0 3 100.0
年齢
 











100.041 歳～60 歳 
渡航期間
 


















6 年～10 年 
11 年以上 
年平均収入
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 図 5－3 は延辺州と吉林省の消費性向（可処分所得に占める消費支出の比例）を比較
したものである。図 5－2 を見ると、1990 年～2010 年まで延辺州と吉林省の消費性向
は一貫して低下傾向を辿っている。延辺州の場合、1990 年~1994 年までは吉林省の平











                                                  
26 2010 年に延辺州の総人口は 217.9 万人である。そのうち、朝鮮族は 36.6%、漢族は 60.0%、その他
が 3.4%を占めている。延辺朝鮮族自治州統計局（2011）、『延辺統計年鑑』、p.61。 
27 劉魏（2013）、p.87。 
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第 1 位を占め、全国的にも高い水準である。しかし労働者送金によって 1990 年代後
半から延吉市ではマイホーム（購房熱）ブームが起き始め、現在も続いている。延吉
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詳しくは、第 2 節で述べることにするが、延辺州は 1992 年に琿春国際経済モデル
区を開発開放することをきっかけに、経済の対外開放時代を迎えており、延辺州にお
ける外資誘致も急速に拡大してきた。同州の外資誘致は 1989 年の 101 万ドル（実行
ベース額）をはじめに、1992 年までは緩やかな増加を見せていたが、1993 年から急
増して 3,011 万ドル（実行ベース額）となり、1995 年には 7,831 万ドルに拡大された。
ピークを迎えた 1996 年には実行ベース額が 1 億 3,000 万ドルまで上がっていた。な
お、外資系企業の 70%以上が韓国系企業である。しかし、1997 年以降、アジア通貨危
機の影響を受け、延辺州に進出していた多くの韓国系企業は撤退を余儀なくされ、延
辺州の外資系企業は急減した。その結果、2000 年の実行ベース額は 2,875 万ドルとな
り、1993 年の水準に落ち込んだ。2001 年以降、延辺州の外資誘致は穏やかな増加を
見せ、2007 には 6,603 万ドルで、1994 年の水準に戻った。2010 年には 7,500 万ドル
に増加しているが、これは 1996 年の半分に過ぎない。このように、2000 年以降延辺
州の外資誘致は急増が見られず、緩やかな増加が特徴である。 





                                                  
1 NEWSDONGA、「北－中－ロ 躍進 橋頭堡 図們江地域に行く <中>20 年 目が覚めた特区…中琿春」、
2012 年 9 月 7 日。 
(http://news.donga.com/3/all/20120907/49187738/1－2013 年 4 月 20 日アクセス) 
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2 延辺州と北朝鮮そして韓国の貿易・投資状況  
（1） 北朝鮮・韓国の貿易状況 
延辺州の対外貿易額をみると、1990 年には 0.6 億ドルであったが、1991 年には 1.45
億ドルに増加し、1993 年には 4.68 億ドルとしてピークを迎えた。その後、1995 年か
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 延 辺 州 北 朝 鮮 韓 国 そ の 他 
貿易額 輸出額 輸入額 貿易額 ％ 貿易額 ％ 貿易額 ％ 
91 145.59 88.32 57.27 74.54 51.20 4.08 2.80 66.97 46.0 
93 467.70 230.39 237.31 307.32 65.71 6.27 1.34 154.11 32.95
95 154.53 100.69 53.84 54.23 35.09 59.09 38.23 41.21 26.68
97 227.57 123.44 104.13 35.35 15.53 74.37 32.68 117.85 51.79
99 278.75 153.41 125.34 45.64 16.37 74.04 26.56 159.07 57.07
01 307.23 188.98 118.25 68.33 22.24 91.03 29.63 147.87 48.13
03 408.48 281.52 126.96 117.67 28.82 116.07 28.42 174.74 42.76
05 720.14 506.54 213.60 262.13 38.62 123.49 18.61 334.52 42.77
07 1447.23 1199.79 247.44 246.79 17.05 129.69 8.96 1070.75 73.99
09 1348.30 1089.70 258.60 239.58 29.55 132.96 15.56 975.76 54.89
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 企業件数 ％ 契約ベース ％ 実効ベース ％ 
合計 634 100 1045.52 100 859.10 100 
韓国 457 72.08 545.63 52.19 512.47 59.65 
日本 38 5.99 83.15 7.95 75.20 8.75 
香港 36 5.68 227.11 21.72 145.69 16.96 
台湾 10 1.58 27.37 2.62 23.59 2.75 
米国 41 6.47 51.29 4.91 41.61 4.84 
北朝鮮 12 1.89 2.78 0.27 3.21 0.37 
その他 40 6.31 108.19 10.34 57.33 6.68 
注：1990年－2010年までの延べ推移。 
出所：延辺州統計局『延辺統計年鑑』2011年。  
                                                  
6 金向東（2005）、p.112。 
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7 金勇文（2009）、p.44。 
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8 劉巍（2012）、p.72。 
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図 6－2 は、延辺州と吉林省の工業成長率の推移を示したものである。1990 年から
1992 年まで、延辺州の工業成長率は吉林省平均よりそれぞれ 6.1、25.7、24.9 ポイン
ト低かった。しかし、1993 年は吉林省平均を 11.0 ポイント上回っている。その背景
には、改革開放の加速化、中韓国交正常化による韓国資本の急増等が挙げられる。そ
の後、1994 年から 2008 年までは一貫して吉林省平均を下回り、低迷状態が続いてい
る。外資誘致がピークを迎えた 1996 年を見ても同州の工業成長率は依然として吉林
省より低い。延辺州の工業成長は外資誘致と比例してないことがわかる。そして、2009
年と 2010 年は吉林省平均をそれぞれ 7.5、0.7 ポイント上回っている。その背景には、
2009 年に中国政府は「長吉図開放先導区」の建設を提起したが、それが延辺州の建設
プロジェクトに一定の刺激を与えた要因として挙げられる9。すなわち、1993 年、2009
年、2010 年を除き、1990 年から 2010 年の間、延辺州の工業成長率は一貫して吉林省










第 6 章 延辺朝鮮族自治州における外資誘致の変化 
 
中国延辺朝鮮族自治州の地域経済に関する研究（鄭 菊花）  102 
 











































































第 6 章 延辺朝鮮族自治州における外資誘致の変化 
 
































第 6 章 延辺朝鮮族自治州における外資誘致の変化 
 
中国延辺朝鮮族自治州の地域経済に関する研究（鄭 菊花）  104 
 
 









において、FDI の成長率と GRP の成長率は無因果関係を持っている10」 






                                                  
10 王忠毅（2011）、p.161。 
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11 延辺档案信息網、「図们江地区開発回顧和展望」、2013 年 8 月 25 日。 
（http://www.ybda.gov.cn/E_ReadNews.asp?NewsID=1823－2012 年 11 月 15 日アクセス）  
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ログラムを 3 段階に分けて実施することになっている。第 1 段階においては、1995 年
から 2005 年までインフラなど輸送回廊を建設し、第 2 段階においては、2005 年から
2010 年まで経済貿易回廊を建設し、第 3 段階の 2010 年から 2015 年までは経済成長
拠点として育成することで、最終的に、図們江地域開発において琿春国際経済モデル
区を中心に新しい地域経済圏を形成することを目指している13。現在、第 1・2 段階の
計画はすでに完成しており、第 3 段階は着々と完成して行く段階である。 
 1992 年から 2000 年まで、中国政府は総額約 20 億ドルを投資し、港湾・エネルギ
ー・交通・通信等のインフラ設備を建設した。中国政府の強いテンポにより、琿春国
際経済モデル区は研究構想段階から地域協力開発段階に入った。 
                                                  
12 琿春は、満州語で辺境という意味である。 
13 李燦雨（2003）、p.7。 
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2012 年 4 月、中国政府は「中国図們江区域（琿春市）国際協力モデル区」の設立を










                                                  
14 金向東、pp.96－97。 
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ト 20 件が集中して着工し、総投資額 30 億元の中国香港城プロジェクト、総投資額 29
億元の大唐琿春発電所第 3 期工事、総投資額 20 億元の琿春豪徳現代商業貿易物流城プ
ロジェクトなど重点プロジェクト20件が着工する予定である。また、2012年から2014





                                                  
15 中国吉林、「中国図們江区域（琿春市）国際協力モデル区がスタート」、2012 年 5 月 31 日。
（http://japanese.jl.gov.cn/xw/201205/t20120531_1215412.html－2012 年 12 月 4 日アクセス） 
16 PEOPLE’S DAILY ONLINE、「琿春国際協力モデル区が認可－吉林」、2012 年 5 月 22 日。 
（http://j.people.com.cn/94476/7823340.html －2012 年 12 月 3 日アクセス） 
17  中央日報、「ポスコ・現代グループ、中国・東北３省に大規模物流団地」、2012 年 9 月 11 日。 
（http://japanese.joins.com/article/279/159279.html－2012 年 12 月 17 日） 
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選し、範囲を明確下上に優隅政策を制定し、綿密な計画を策定した18。 
交通面において、2010 年 10 月、長春から琿春までの高速道路はすでに開通してお
り、長春から延吉を経て琿春までの高速鉄道は 2014 年に竣工する予定である19。総投











い労働力を提供することにした。現在、中国の東北 3 省には北朝鮮労働者約 2 万人が
滞在し、うち約 8 割が延辺州で就労している21。なお、琿春国際経済モデル区におけ
る投資活動は海からも確認できる。2010 年 10 月中止となった北方航路は、2012 年
11 月 16 日大亜港運株式会社の BLUE OCEAN7 運航船舶への正式的契約することに
よって港路は再開され、港路運航は週 3 航次で束草~ザルビノ・琿春区間は毎週火・木





                                                  
18 中国吉林、「中国図們江区域（琿春市）国際協力モデル区の建設に拍車を掛け」、2012 年 7 月 11 日。 
 （http://japanese.jl.gov.cn/xw/201207/t20120711_1240008.html－2012 年 12 月 4 日アクセス） 
19 吉林新聞網、「長吉図開発助推延辺経済快速発展」、2013 年 1 月 30 日。
（http://www.jl.chinanews.com/news1-62644.html－2013 年 4 月 25 日アクセス） 
20 김영윤・추원서・임을출(2010), p.126。 
21 延辺州政府の関係者 W 氏に対するヒアリング調査は、2013 年 1 月 18 日に行われた。 
22 NEWSTOWN、「북방항로（속초-자루비노-훈춘,속초-블라디보스톡）다시열린다」、11月 21日。 
 （http://www.newstown.co.kr/news/articleView.html?idxno=135408－2012 年 11 月 22 日アクセス） 
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図7－1  延辺州と吉林省の実質賃金指数の推移 
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